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「チャンネル正論」による Inou の利用拡大に関するお知らせ 

 

当社グループが保有するブロックチェーン SNS アプリ「Inou」について、フジサンケイ

グループの産業経済新聞社が発行する雑誌「正論」の YouTube 公式チャンネルである「チ

ャンネル正論」において利用施策を拡大することになりましたので、以下の通りお知らせ

いたします。 

 

1. チャンネル正論による Inou利用拡大について 

チャンネル正論（注 1）は、情報発信のために SNS を利用しており、本日 2021 年 1 月 25

日（注 2）より「チャンネル正論」の北米情報番組「アメリカを読む」において番組で取り

扱う題材を Inou にて募集することを決定しました。詳細は、上記「アメリカを読む」内に

て告知します。 

当社グループとしては、日本国内における Inou の普及拡大を図る観点において、現在、

7 万名を超えるユニークユーザーを有するチャンネル正論による Inou の利用施策拡大は大

きな意義があると見込んでおります。 

 
（注 1）「チャンネル正論」は、日本の自由な社会と健全な民主主義を守るとの信条に基づき、明確な主張で

偏らない世論の形成に役立つことを標榜し、YouTube をプラットフォームに日本とアジアの政治や社会の情

報を動画配信しています。同チャンネルは 2020 年 4 月に開始され、チャンネル登録者数は、現在、7 万 5000

名に到達、公開後 19 万 PV に達する動画も投稿されているとのことです。 

（注 2）取材・編集の状況などにより 2021 年 2 月 2 日放送となる可能性があります。 

 

チャンネル正論 URL 

https://www.youtube.com/channel/UCL5q9HVCEjoFXWPBybkhXvQ/featured 

 

2. 今後について 

今後、Inou や暗号メッセンジャー・アプリ Crypto Messenger Wallet（以下、「CMWT」と

いいます。）の機能拡充に伴い、チャンネル正論においては、Inou・CMWT の更なる利用
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拡大、具体的には、暗号型クーポンを使った視聴者同士の評価システムの導入などを検討

しているとのことです。 

当社グループとしては、上記により Inou・CMWT の利用者拡大を図ると共にユーザーの

満足度向上を見込めると考えております。なお、具体的な施策を決定又は実施する際には、

改めてお知らせいたします。 

 

3. Inouの概要 

ブロックチェーン上で動作する SNS アプリです。 

基本機能は、下記の通りです。 

－投稿した文字・写真・音声・動画を他のユーザーから閲覧・聴取可能 

－GPS 機能により､現在地付近の情報をアプリ画面上に表記する機能 

－機械翻訳による外国語翻訳機能 

－ブロックチェーン技術により、投稿の偽造・改ざんやなりすましはほぼ不可能 

 今後、追加開発を経て CMWT と一体での提供を目指す予定です。 

 

  

以 上 
 

 

 
ビート・ホールディングス・リミテッドについて 

 

当社は、ケイマン諸島に本社を置くグローバルな投資業務を本業として、所有する知的財産権及びブロック

チェーン技術に基づいてメディア・ブロックチェーン・エコシステムの構築を含むアプリケーションの開発、

及び知的財産権のライセンシング事業を行っております。また、子会社の GINSMS Inc.（トロント・ベンチ

ャー証券取引所に上場、TSXV： GOK）を通じてモバイル・メッセージング・サービス並びにソフトウェア

製品及びサービス、及び株式会社 CoinOtaku を通じてメディア事業を提供しています。当社は、東京証券取

引所の市場第二部に上場（証券コード：9399）、ケイマン諸島においてケイマン法に基づいて設立・登記さ

れた会社であり、香港に事業本部を構え、日本、シンガポール、マレーシア、インドネシア、中国及びカナ

ダに子会社を有しております。 

 

詳細は、ウェブサイト：https://www.beatholdings.com/ をご参照下さい。 

 

本書は一般公衆に向けられた開示資料であり、当社株式への投資を勧誘するものではありません。投資家は、

当社への投資を判断する際、当社の過去の適時開示資料及び法定開示資料を含むがこれらに限定されない資

料を確認し、それらに含まれるリスク要因及びその他の情報を併せて考慮した上でかかる判断を行う必要が

あります。 


